
総合特区事業への取組みについて (報告) 資料Nal

長岡市 地域振興戦略部

1 総合特区事業の概要について 【別紙 1、 別紙 2参照】

○名称 :『持続可能な中山間地域を目指す自立的地域コミュニティ創造特区』

○目標 :「誰もが安心して暮らし続けられる地域」

対象地域 :山古志地域・太田地区、小国地域、栃尾地域、川口地域

○当面の取組み :「地域で運営する生活交通サービスの実現」

○規制緩和提案 :「来訪者からの運賃収入」「車両 レンタル可能期間の短縮」

事業のイメージ図 :別紙 2の とおり

2 区域指定の状況

○長岡市を含む33件の取り組みを、第一次区域指定。 (申 請数 :88件 )

○区域指定の経過 :内 閣総理大臣が有識者らで構成される評価 。調査検討会

での意見等を踏まえて決定

3 今後の予定

(1)´ 指定書の授与式 :平成 24年 1月 (期 日未定 )

(2)国 と地方の協議会の開催 (事務局 :国 の地域活性化統合事務局 )

※規制の特例措置等を協議

(3)規制の特例措置、支援措置の制度化

(4)総合特区計画の作成、国の認定

(5)特例措置の事業実施

■総合特区制度について 【別紙 3参照】

。平成23年度からの新規事業

0先駆的取組みを行う実現可能性の高い区域に国と地域の政策資源を集中

・国際戦略総合特区と地域活性化総合特区の2つ のパターン

・規制 。制度の特例措置、税制・財政・金融上の支援措置



別 紙 1

合特区事業の概要について

中越地震で甚大な被害を受けた山古志地域 。太田地区、小国地域、栃尾地域、川 口地

域では、住民の “ふるさと"への強い愛着 と多 くの団体による支援活動によってNPO
法人などの市民活動団体が数多 く誕生 し、復興に向けた様 々な取組みが行われています。

長 岡市 では、この ような地域 の力、市民の力 を結集 し、さらに規制緩和 を含 めた

総合的な対応 によ り活力あふれ る 自立 した中山間地域 の実現 を図 るため、地域活性

化総合特別 区域 の指定 申請 を行い、平成 23年 12月 22日 に国か ら第一次 の区域

指定 を受 けま した。

1 特区の名称

2  目  標

誰もが安心して暮らし続けられる地域

3 対象の区域

山古志地域・太田地区、小国地域、栃尾地域、川口地域

4 当面の取組

○特 区の指定 は取組みの実現可能性がポイン トとなる

ため、当面 は実現 の可能性が高い生活交通 サー ビス

について規制緩和 による収益拡大 を図 りなが ら取組

みます。その後、順次取組みの内容 (規 制緩和)を
拡大 していきます。

5 規制緩和の具体的提案内容

○地域住民以外の来訪者からも運賃を徴収できるよ

○乗用車等の2年以上の貸出実績が無くても、マイ
レンタル料を徴収できるようにする。

うにする。

クロバスを貸し出し、



別 紙 2

『イメージ図』

【市民の移動手段の確保】

(バスの定期運行 )

地  域

【収益確保の取り組み】 【旅行業への取り組み】

規制緩和の提案

・訪問者からの運賃徴収 (当初)

。バスのレンタル事業開始期間の短縮 (当初)

。旅行業、農家民宿の要件緩和 (今後)

(地域資源 を活用 した旅行

プランの企画・販売 )

(バスを移動手段に利用 )

都

市

住

民NPO法 人

サー ビス提供

(訪問者から運賃徴収 )

(レ ンタル料の徴収)

市民とNPO法 人が協働 して、

生活サー ビスの継続性確保及び

地域活性化の取 り組みを総合特

区による規制緩和も活用 して進

める。



別 紙 3

総 合 特 区 制 度 に つ い て



0地域の包指的・職略的なチャレンジを、オーダーメードで露合的(規綱嘲度の棚 、翻酔財政・金融樹置)に支撮

0構含特区ごとに設置される「■と地方の機構会』で国と地域の協働プロジェクトとして推進

①口燎戦略総合特目

識が日の経済をけん引する
ことが期待される産彙の目

離競争力の強化

0嗜撃活性化総合特E
地増資職 最大限
活用した蠍城活性化0
取組による地壇力の向上

2つのパターンの「総合特区J

・支撮措置
(1)規‖・制度の特例措置 ※特例措置・支畿措置は、「日と地方の協議会」の協議を踏まえ、黒次追加

0全国的な晨閥に踏み切れない規制の特例も、自己責任の下、  10個 別の法令等の特例措置に加え、地方公共団体の事務に関し、

|
ととする

静ライフイノベーション、グリーンイノベーション等の本格展開の実館回|  ⇒ 地域主権改革を加速する突破口

(2)税‖上の支楓措置
①口鵬載略総合特目
0国際競争力強化のための法人税の軽減

(投鷲税額控「rt、 特lll償却、所得控除より選択)

⇒国藤競争力ある産業・機能集積拠点整備

(3)財政上の支儀構■l:関係府省の予算を重点的に活用。総合特区推進調整費により機動的に補完(H23予算:151億円)

(4)金融上0支援措置 :利子補給制度で0,796以内、5年間)の創設(H23予算:1.5億円)

⑭罐域活性化絆台特区
0地域戦略を担う事業者に対する個人出資に係る所得控除
→地域の志のある資金を『新しいJAL共」へ舗繁



地域における「地域 議会」の設置

総
合
特
区
指
定
に

向
け
た
プ
ロ
セ
ス

中 総合特区の指定申請書

総合特区受付窓口(地域活性1し統合事務局〕

「国と地方の協議会Jの設置
(総合特区ごと|こ設置し、提案を踏まえた

規制の特例措置等について協議 )

ウ 総合特区計画の作成・認定
,規制の特例措置帯を活用した事業の内容を規定
〈捜劇の特鶴構目が追加的に奥現しL場合1夕躍定計日の壼■)

規制の特例措置等を活用した事業の実施

民間企業 民間団体 NPO

○ 法律事項に係る措置
総合特区法の改正案として
日壺審  経で‖度lL

都道府県 ,

町村

0  ・謝1度改革、支援措置の提案書

総合特区の指定
(総合特区推進本部の意見:=基づき内閣総理大臣が指定)

総合特区の「推進方針櫻際競争力強イL方針・地域活性イじ方針)」 の策定
(囲と地方で方向性を共有)

協議会で合意でき次第
累次特例椿置を追加

規制の特例措置等の制度化

● 政省令等に係る措世
政令、省令等の傷備により
随時制度化

○未実現の特例措置等|=関する協議
O pDCAサ イクルを実施

のため、継llA的に設置


